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This paper presents the results of experimental studies of the vertical rise of long waves on 

uniform slopes connected with the horizontal bed. 

It is proved that the Kaplan's experimental relationships can not be extrapolated outside his 

experimental region. 

The theories of the run up of long waves of small amp1itude on sloping beach obtained by 

Keller and Keller， and Shuto are verified and the new experimental equation is presented in the 

region of the non-linear long waves of finite ampritude that their theoritical results do not show a good 

agreement with the experimental results. 

The theory of the breaking condition obtained by Shuto is verified and the reflection coefficients 

of 1 /30， 1 /40， and 1 /60 slopes are calcula ted according to the Shuto' s theory. 

1.序 論

津波の陸上遡上高を算定する理論式または実験式は，

津波来襲時の防災ならびに被害予測にとって最も必要

なものの一つであるが，現在もなお満足すべき算定式

は得られていない。従来，比較的緩い斜面(勾配S=

1/30， 1/60)上への陸上遡上実験式としてクノイド波

状分散波列の第 1波目の波形による Kaplanの実験式

がよく知られている.Kaplanは，この実験式からの外

挿式とGreenの式に近似するShoaling変形式を併用し，

1946年アリューシャン沖津波のハワイ(ヒロ市)での

陸上遡上高を推算した.しかし，実験範囲外への外挿
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は厳正な科学的観点からすれば明らかに不合理であり，

Kaplan自身もその信頼性については正当化していな

い.そこで著者らは， Kaplanの外挿法の検討を行な

うためSニ 1/60の場合について実験範囲を拡げて実験

を行ない， Kaplanの外挿法が誤っていることを前報

告で報告するとともに，新たな実験式を提案した.

本研究は，まず前報に引き続き Kaplan流の外挿法

を検討するものであり， Kaplanの行なったS= 1/30， 

1/60の両斜面勾配の実験式については理論的に，きら

に新たなS=1/40については追実験を行なうことによ

り実験的にそれぞれ検討した.続いて著者らのS=1/40， 

1/60の実験結果に首藤の S= 1/30の実験結果を整
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理し直して加え，これらの実験結果に対してKeller
　　　　4）　　　3），5）

＆Keller，首藤の微小振幅長波の完全重複波型の遡

上理論式の適用性を検討するとともに，非線形効果が

大きくなり理論式の適合性の悪い領域には著者らの最
　　　　　　　　　　　　　　　5）
適合実験式を提案した．また，首藤の砕波条件式の適

用性を実験的に検討するとともに，実験範囲内の平均

的な実験直線から得られる各斜面上の長波のおおよそ

の反射率を見積った。

2．Kaplanの実験式とGreenの式との関係
　　　　　　　　2）
　著者らは，前報告で斜面勾配5＝1／60の場合につい

てKaplanの実験式のH／L＜10－3領域への外挿が誤っ

ていることを実験的に証明した．ここでは，S＝1／30

の場合を含めてこのKaplanの外挿法の誤ちを理論的

に考察する．

　次式はGreenの式である．

　　鑑一（勢）％　　　　　　（・）

　ここで乃は水深，Hは波高であり，添字。は初期値を

表わす．

　いま周期法＝const．と仮定すると式（1）は次式のよう

に変形できる．

鑑一（勢）％一（繋）％一（勢）％　　（・）

ここでgは重力加速度，五は波長である．

　次に式（2）の両辺に（研猛）渥を掛け，さらに％乗ず

ると次式になる．

牙一（記念。）％（勢）一％

更に両辺にR。／品を掛けて次式を得る．

華甲㈲（砦）％（皇）『％

ここでRは遡上高である．

（3）

（4）

　一方，S＝1／30，1／60の両勾配に対するKaplanの

実験式（10－3≦H／L≦10－1）を外挿直線（10－5〈H／L＜

10－3）まで含めてFig．6に実線で示す．いま仮にこの

実線が成り立つとし，この実線がH／L＝10－1，10－3，

10－5で取る三つのR／Hの値を初期値とした式（4）の直線

を同図に破線で示す．この図より式（4）の破線はKaplan

の実線と殆んど一致し，R。＝60ηs’．が成り立つことが

わかる．これはKaplanの実験式のH／しの票数が

一〇．316，一〇．315となっていて，幸運にも変形Green式

（4）のH／しの罧数一1／3≒・一〇．333と近似していた結果であ

る．これよりKaplanの外挿法には，　Greenの式を以

って外挿実験式として陸上遡上現象を説明する式であ

るかの如く見たてる錯綜した論理が隠れており，これ

によって外旧式に対する妥当性を云々することは基本

的に誤っていると云える．

Fig，1　Experimental　lines　obtained　by　K．Kaplan

　　　and　theoritical　lines　obtained　by　authors

　　　accordi㎎to　Green’s　equation．

3．実験装置，器具，方法および波の諸元

　横断面が幅1．Om，深さ1．Om，長さ60．Omの鉄筋コ

ンクリート製長水路の一端に気圧式造波装置が設置さ

れている．長水路の中には幅1．Om，終端の高さ1．Om，

水平距離40．Omしたがって勾配S＝1／40なる鋼板製の

斜面が設けられている．波高計は容量式で，斜面のり

先と汀線に置かれ，陸上遡上高（R）は目測によった．実

験波の記号はFig．2に示す通りであり，斜面のり先で
　　　　　　　　2）
の入射波形は前報告と同様に孤立波に類似させた非周

期的な非保存波で，η＝1兆in2σ’，（σ＝π／7；0≦t≦T）

なる静水面上の1山の波を与えた．ここで入射波高∬
　　3）
は首藤にならって静水面上の最高水位（峰高）E’に等し

いみかけの波高であり五1；π，周期丁も波先端から最

高水位に達するまでの時間を半周期丁／2とみなして2

倍したみかけの周期である．また実験波の諸元は，静

水深ぬ＝17．5～75．Ocmを5～10cm間隔に11種類にとり，

各ぬに対して周期丁＝6．9～64．Osecを波形勾配と相対

水深の実験範囲を考慮しながらできるだけ斑なく一様

に分布するように任意間隔に設定し，波高H＝1．2～

14．2cmもdataが重複しない程度の適当な間隔に変化さ

せた130個からなっている．

4．一様勾配斜面上の遡上高に対する波形勾配の影響
　　　　　　　2）
　実験結果を前報S＝1／60の場合と同様に，H／しに対

するHs／H，　R／Hs，R／Hの値を両対数グラフにプロ

ットし，それぞれFig．3，4，5に示す．整理の方法
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Fig．2　Schematic　diagram　of　an　aperiodic
　　　experimental　wave．

はすべて前報と同様で，各波を汀線に於ける記録波形

により

　a）breaki㎎波（●）：砕波して遡上する波

b）non－breaki㎎波（○）：砕波せずに遡上する波

。）6urgi㎎波（①）：a）とb）の間の過渡的状態の波

のいずれかに分類し，また実験直線はbreaki㎎波

（1．3×10－3≦H／L≦7×1Q－3）に対するものとnon－

breaki㎎波（6×10－4≦1ZIL≦1．3×10－3）に対するものと

の二つに分け，最小二乗法により別々に求めた．また，

Fig．3，4，5には比較のため前平S＝1／60の実験直線を

破線で示し，Kaplanの実験直線も記入した．さらに

Fig．3には首藤の砕波条件式（後述）より求めた実験

値全体の平均的反射率プ（右側の縦軸）を鎖線で示し

た．γを求めるにあたってS＝1／40についてはFig．6

に示す〃五＝0．184（H／五）o・456なる全実験値の平均

特性式を使いσ＝（4π／S7り∫π互＝（4π／S）（〃ゐ）

＝92．5（H／五）o’456と置換し，S＝1／60については平

均特性式〃五＝0．022（三五）o・194を使いσ＝16．6（E／

五）0・194と置換した．以下それぞれの図についてS＝

1／40と前回S＝1／60とを比較しながら考察しよう。

10

ミ

垂

↑

百1

S－1／・・　夢一・・872（互）一〇’079（・）

S－1／・・　楚一・…2（努）一〇’127（・）

　平均反射率γはあまり相関のよくない平均特性式か

ら求められたにもかかわらず，7＝1となる点は波形

勾配（H／、乙）がnon－breaki㎎波とbreaki㎎波とのち

ょうど境界となる点（H／ゐ＝10－3附近）とよぐ一致し

ている．このことは著者らの実験波の分類の妥当性を

裏づけるものである．また7は，手0『3≦研五≦4．2×

10－3の範囲ではS＝1／40の場合がS＝1／60の場合より

大きく，4．2×10｝3＜E／五の範囲ではその逆になって

いる．これはbreaki㎎波（●）についての式（5）と式（6）の

交点がπ／jL＝4．2×10－3附近にあり，その点よりE／し

が小さい範囲では式㈲が，またH／しが大きい範囲で

は式（6）がそれぞれ大き・・こととよく対応している．

研ゐく10　3の範囲ではS二1／40，1／60共にnon・break－

i㎎波（○）だけが存在し，その範囲では共に反射率は

1で完全重複波となり，式（7）と式（8）をFig．3で見ると

わかるように式（8）が少し大きめの値を取ってはいるが

おおよそ同一の直線とみなされ，斜面勾配Sに無関係

に同じ実験直線となるようである．以上のことより

玩／Hの値つまり斜面のり先から汀線までの波の現象

は反射率によって説明できるようである．

10

ミ

¢

1

1σ1

　　　　Qlo3R！H．・332｛H／L）

　s．、！●◎鴫。
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　　　’01631

躍駒
F犠う購ξ説髄

ぬ5　　　　16ら　　　　め3　H／L　　め2　　　　め1

Fig．3　Relation　between　Hs／H　and　H／L　and

　　　reflection　coefficients．

（1）Hs／H：一H／しと反射率の関係（Fig．3）

breaki㎎波（●）だけによる実験直線

S－1／・・
@埜一・・173（旦L）一〇’327

S－1／6・
@堕一・・582（下五）一〇’エ06

non－breaki㎎波（○）だけによる実験直線

（5）

（6）

’5　　　　　　　　　　　－4　　　　　　　　　　　　一ヨ　　　　　　　　　　　　一2
10　　　　　　　　10　　　　　　　　1Q　　H！L　　　　IQ

Fig．4　Relation　between　R／Hs　and　H／L．

（2）R／萬一H／五について（Fig．4）

breaki㎎波（●）だけによる実験直線

　　　　　　　　　　　　　　　110・163
　S＝1／40　岳＝5・73

　　　　　　　　　　　　　　HO・Q12
　S・＝1／60　　　　　　　　　一＝2。25
　　　　　　　　　猛

non－breaki㎎波（○）だけによる実験直線

S－1／4・　鑑一・・88HO’161

S＝1／60

（τ）

（τ）

　　　　（τ）

鑑一・・32（互五）o’103

16

（9）

（10）

（11）

（12＞

回報S＝1／60においては，breaki㎎波について式（10）
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よりR／1％≒60競．となるという結論を得ているが，S

＝1／40においては式（9）のようになり1～／跳は定数には

ならないようである．

10

　．　　　臼！欄（H！L轡

　　　　（S・V40》
　　　　　　　　ロロロロ　くヨのノ　ゆう

　　譲膿漕
　　鯨輸蝕

10

差

1

聖ち惚〔腱里」紐垂．藷

紳「訳．騨

1σ1

1♂　　　　　　葡4　　　　　　げ　H／し　　　　が

Fig．5　Relation　between　R／H　and　H／L．

　（3）R／H－H／五について（Fig．5）

breaki㎎波だけによる実験直線

S－1／・・．秀…991（互五）→’164

S－1／6・　秀一1・29（互五）一　

non－breaki㎎波だけによる実験直線

S－1／・・　万一・・25（贈

5－1／6・　秀一…7（互L）→’曜

ミ

に

1

」睾灘黙蕊．
00　　　　　　　　　　　Q

　　　Q
0 ro

1σ1

（13）

（14）

㈲

（1⑤

式G3）と式（15）を見るとわかるようにbreaki㎎波だけに

よる実験直線とnon－breaki㎎波だけによる実験直線と

の傾きが逆になっている．これより前報5Fユ／60では

明瞭には現われなかったpeakがS＝1／40では明らかに

存在することがわかり，ここでもKaplan流の津波推

算法の誤りが再確認される．breaki㎎波については，

同一の斜面勾配では前記5肛；1／60でくわしく述べたよ

うに実験波の相違によって著者らの実験値の方が，．

Kaplanの実験値より大きい値を示すが，斜面勾配S

が大きくなるとR／Hが大きくなるという傾向は著者ら

（S＝1／60と1／40）とKaplan（S＝1／6dと1／30）の両実

験において同様に現われている．

1σ5　　　　　164　H／L　　163　　　　　1σ2

Fig．7　Experimental　solid　and　theoritical

　　　broken　lines．

㊨

ぐ

‘

百

め3

1σ　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　　　　　　　め　　　　　H／L　　　　　　価

　Fig．6　Relation　between　h／L　and　H／L．

げ

　（4）理論式との比較

　著者らの実験波のうちnon－breaki㎎波（○）は石一波せ

ずに遡上する波であるから，前山に於けると同様に
　　　　　　　4）　　5＞
Keller＆keller，首藤の理論式（後述）を適用し，そ

の結果をFig．7に示す．適用にあたってはFig．6に示

すnon－breaki㎎波だけについての〃五＝O．OO9（正〃五）o・076

なる平均特性式を使い，σ＝（4π／Sの厩＝（4π／S）

（〃五）＝4．52（H／L）o・076と置換している．前報S＝1／60

に於いてはよい一致が得られたが，S＝1／40において

は全体的に実線で示す実験直線の方が大きくあまり適

合性はよくない．

5．一様勾配斜面上の遡上高に対する海岸水平長・波

長比の影響
　　2）
　幽寂および前章4に於いては，Kaplan流津波推算

法の検討を行なうために相対遡上高（1～／H）に対する波

形勾配（H／ゐ）の影響を調べてきたが，このような整理

の方法では斜面勾配の違いによって各斜面勾配ごとの

整理が必要となるため，ここでは斜面勾配を暗に含ん

だ変数として海岸水平長・波長比（1／、乙）を取り，遡上

高に対する1／みの影響を見る．1はFig．2およびFig．

8に示されるように斜面のり先から汀線までの水平長

であり，ここでは海岸水平長と仮称する．検討にあた

っては著者らのS；1／40，1／60の実験値に加うるに首
3）

藤のS二1／30の実験値を整理し直して使用した．この際，

首藤の実験波は1山の正弦波形を周期波の一部とみな

していて著者らの弧立波に類似させた非周期波とは異

なるので，取り扱い上の混乱を避けるため首藤の実験

波に対する記号の取り方をFig．8に示す．相違点は波

高（H）と波長¢）の取り方に有り，Fig．2の非周期波

ではH’＝Eであるのに対してFig．8の周期波ではH’

＼H’

H’■H／2

＼ Hs
R

L／2 h 1

S
1

Fig．8　Schematic　diagram　of　a　periodic

　　　experimental　wave．
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＝H／2なるごとくである．実験に於いてはみかけの波

高H’が測定される．
　　3）
　首藤の理論式

各一ゐ（Lσ），σ寺！警砦一4量（17）

は0．20≦σ≦1。5，したがって1．6×10－2≦1／五≦1．2×

10－1で与えられており
　　　　　　　　4）　　5）
　Keller＆Keller，首藤の理論式

各一聯（σ）与（σ）｝渥σ一・量　（18）

については特に適用範囲は与えられていない．

　Fig．19に実験値，理論式および著者らの実験曲線を

示す．これを見ると1／ゐ≦10『1では理論式（17）が，2×

10－1≦1／L≦5×10－1では理論式（18）がよく適合しては

いるが他の領域ではあまり適合性がよくない．もっと

も両極は微小振幅長波の完全重複波型の遡上理論式で、

あるから，breaki㎎波（●，▼），およびsurgi㎎波（Φ，

▽）のような非線形性の著しい現象を含む領域に適合

しないことは当然と云える．従って著者らは両理論式

の間隙を埋め，また有限振幅長波を対象とした次式を

実験式として10－1≦1／五≦1．3なる範囲で提案する．

b・（星H’）一・・421一…95め・（壬）一・…4｛b・（壬）1

　　　　　　　　1r・≦壬≦1・3　　（19）

実験式（19）は，著者らのS＝1／40，1／60での実験値より

求められたものでFig．9およびFig．10に示される．

σ

茎

1

ガ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∬1
∬3　　　　　　　10　　　　　　　1στ　レし　　　1　　　　　　　10

Fig．9　Experimental　values，　experimental　line，

　　　two　theoritical　lines　and　reflection

　　　coefficients．
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ミ

α

1

　　　　　　　　　　　　　　210g（R／H’）言0421－QO9引og（し／L）一q254｛bg（【／L）｝

国2 @　　　　1σ1　　［／L　1　　　　　10

Fig．10　Experimental　equation　and　its　line．

6．一様勾配斜面上の砕波条件と反射率

　斜面上の長波の砕波条件については種々問題があり

未だ定説がみられないようであるが，ここでは著者ら

の実験結果の取りまとめに最も近い形式で提案されて
　　　5）
いる首藤の砕波条件式への適用を試みた．

　砕波条件式は

畢・去一驚申（σ）＋π（σ）｝花

　　　　　　　　　　　σ一・量　　（20）

で与えられるが，ここで沖合入射波高茄＝2α（α：沖

合入射波の振幅）に対してH’≒飾＝2αと仮定し，瑞

＝2伽（伽：斜面上の砕波限界を与える入射波の最大

振幅）とおいている．実験値および砕波条件式⑳を

Fig．11に示す．これより首藤の砕波条件式は著者らの

実験波の分類とよく符号し，surgi㎎波（①）の過渡領

：域を：境として砕波と非砕波の領域に二分し，砕波現象

をかなり適確に説明していることがわかる．
　　　　5）
　次に首藤の反射率は次式のように定義されている．

・一
o論：多：：潔　　（21）

そこでS＝・1／40であれば，Fig．11よりS＝・1／40につい

ての（H’／五／s）＝0．093（1／五）o・875なる平均特性式を求

めこれで式（20）の両辺を割れば右辺は，

（猛1ゐs）／（子・去）一三一・　（22）

となり反射率を求めることができる．このようにして

求めた各斜面勾配ごとの反射率をFig．10の下側部分，

（右側縦軸）に示す．これより，各実験条件ごとの特性的

な相違があるにもかかわらず平均的にほぼ似たよう

な反射率になっていることがわかる．また，上側部分

（左側縦軸）のR／E’と対比してみると，そのピーク附

近で反射率も最大となり1／五＜4×10－1では完全反射

することがわかる．特にS二1／30の反射率は，偶然か

否か1／五≒2．5×10－1すなわち共振点近傍で7＝1と

なっていて甚だ興味深い．また従来1／五＞1であれば

Greenの式を使ったShoali㎎変形式が議論されてよい

と云われているが，Fig．10をみると約10％以下の反射

率で反射を無視した進行波としての取扱いが保証され

ることを示している．

7．実　験　波

　Fig．10およびFig．11にプロットした全実験値をアー

セル数（ひ）との関係で示したものがFig．12であり，

実験波がいかなる範囲に属する波であるかを明示して
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Fig．11　Experimental　waves　and　Shuto’s

　　　　breaki㎎condition
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　最後に，本研究は昭和50年度文部省科学研究費補助

金，自然災害特別研究（1）「三陸大津波来襲時の被害

」二測（津波堤防破壊時を含む）」〔研究代表者：岩崎敏

夫東北大学教授〕による研究の一部であることを記し

て謝意を表する．また本実験全搬にわたってご協力を

頂いた本学土木工学科の平山康志技官ならびに卒業研

究とし℃協力頂いた行本啓二（現東洋建設K．K．），前

田一平（現日本国土開発K．K．）両君に感謝の意を表し

ます．
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　Fig．12　Urse11’s　number　of　experimental　wave．

おく．また参考のため同上にE腕＝0．78なるMcCo－

wanの砕波条件式も示しておく．
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8．結　　　論
　　　2）
　（1）前報に引き続きKaplanの外挿法を検討し，　Ka－

planの行なった斜面勾配5＝1／30および5＝1／60の両

実験式の外挿については理論的にその誤りを解明し，

新たなS＝1／40についても追実験を行なった結果，やは

りKaplan流の外挿法は誤っていることを確認した．

　（2）斜面勾配Sを暗に含む海岸水平長・波長比（〃L）

の陸上遡上高に対する影響を調べ，従来の微小振幅長

波の遡上理論式では十分説明し得ない部分に，主とし

て有限振幅長波を対象とした実験式として次式を提案

した．

1・9（E’）一・・421一…951・9（壬）一・・254｛1・9（を）γ

　　　　　　　　10－1《⊥≦1．3

　　　　　　　　　　一五

　（3）一様勾配斜面上の陸上遡上現象に密接に関連する

砕波条件式を実験的に検証し，これから斜面上の長波

の概略の反射率を見積った．


